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大阪有機化学工業株式会社

会　社　数   ３社
売　上　高　286億38百万円

従 業 員 数　425名
営 業 利 益　36億63百万円

事業・製品

問合せ先：経営企画本部経営戦略部
〒541-0052 大阪市中央区安土町1-7-20（新トヤマビル5階）
TEL 06-6264-5071
https://www.ooc.co.jp/

本レポートは、以下の配慮をしています。

本レポートは、地球環境への負担を軽減させるために、FSC®認証紙と
ベジタブルオイルインキを使用し、水なし印刷を採用しています。

本社所在地　大阪市中央区安土町1丁目7番20号
創　　　立　1941年12月  ８日
設　　　立　1946年12月21日
資　本　金　36億29万円

当社グループは特殊アクリル酸エステルの多品種少量生産を得意とするB to Bメーカーです。多様
な製品群を有しており、世界でトップシェアの製品群を何種類も保有しております。

大阪有機化学工業グループ事業拠点

光碩（上海）化工貿易有限公司

売上高（連結）推移
単位：百万円

■化成品　■電子材料　■機械化学品
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株価および一株当たりの配当推移
単位：円

■一株当たりの配当　　　株価
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従業員数と平均勤続年数推移
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※大阪有機単体の数値
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■従業員数　　　平均勤続年数

■平均年間給与 　　　一人当たりの営業利益
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平均年間給与および一人当たりの営業利益推移
（営業利益）
単位：千円

（平均年間給与）
単位：千円

※大阪有機単体の数値
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事 業 内 容　
有機化学工業品・有機試薬品・石油
化学製品・特殊ポリマーの製造販売、
溶剤類の精製加工

石油化学
製品

石油化学
基礎製品

原油諸製品 当社の
主原料 大量生産品

多品種・少量生産

アクリル酸

アクリル酸エステル

高吸水性樹脂（SAP）

化成品

インク・塗料

粘・接着剤

半導体
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半導体
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化粧品メーカー

レジストメーカー

パネルメーカー

塗料メーカー

粘着剤メーカー

・紙おむつ等

・粘着剤
・塗料等世界生産量

≒700万t/年

世界生産量
≒３00万t/年

世界生産量
≒３0万t/年
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化学品
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特殊アクリル酸
エステル

大阪有機化学

電子材料
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“特殊アクリル酸エステル”のリーディングカンパニー
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見えないけれど、あなたのそばに。

“特殊アクリル酸エステル”のリーディングカンパニー CSR
REPORT



熱意が創造を生み、未来を創る
「有機化学を通じて世のため人のために尽くす」
この創業者精神を継承し、新たな価値の創出に努めています。

特殊アクリル酸エステルの技術で未来を創る
大阪有機化学工業グループのあゆみ

当社製品の原点である光学レンズ用接着剤「カナダバルサム」。その
原料である針葉樹のカナダスギをモチーフにするとともに、有機化学を
象徴する正六角形のベンゼン環で囲んだ意匠として、1960（昭和
35）年に社章を制定しました。

※当社金沢工場では、霊峰白山の恵みである大量の雪解け水が
地下をゆっくりと通って自噴する伏流水を水資源として使用して
おります。

［当社社章の由来］

大阪有機化学工業株式会社と国内連結子会社である神港有機化学工業株式
会社を対象にしました。その他の報告については、大阪有機化学工業グループ全
体の情報を記載しました。

［報告対象組織］

環境保全データは2019年４月から2020年３月、その他活動データおよび財務デー
タについては2018年12月から2019年11月の当社の会計年度を対象期間とし
ています。一部、当該期間以前もしくは以後の活動も報告内容に含まれております。

［報告対象期間］

環境省「環境報告ガイドライン（2018年版）」 / ISO26000:2010 社会的責
任に関する手引
SDG Compass  / GRI「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」

［参考にした主なガイドライン］

2020年7月［発 行］
2021年7月［次回発行予定］
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第三者意見/第三者意見をいただいて

大阪有機化学工業グループは、経営理念の実践がCSR経営そのものであるという
考え方に基づき、事業を通じて社会課題を解決していくことで、持続的な社会の発
展に貢献することをめざしています。
本レポートは、CSR経営における取り組みを紹介するとともに、ステークホルダーの
皆さまとの対話ツールとする目的で発行しており、さまざまな活動の中から特に重要
と思われる取り組みについて情報を開示しています。

大阪有機化学工業は、特殊アクリル酸エステルのリーディングカンパニーとして、塗料やインキ、粘接着剤、電子材料部材などの樹脂原料を
グローバル市場に提供することで、暮らしと産業に貢献しています。
研究開発型企業として今日まで発展してきた当社の原点は、創業者である鎮目達雄（しずめ・たつお）が、1941（昭和16）年に光学レンズ用
接着剤「カナダバルサム」の国産化に成功したことにさかのぼります。大学時代から有機化学の可能性に着目し、早くから創意工夫の研究者と
して活躍していた鎮目は、天然品にない特性を有する「カナダバルサム」に関して、品質に優れた合成法を発明しました。そして、戦後において
我が国の光学機器業界や試薬業界に貢献することとなったのです。
鎮目は生涯にわたり、世のため人のために素晴らしい化学薬品を世に出すことに専念し、世界の人 に々喜ばれる会社をめざしました。また、人間
関係を何よりも大切にするとともに、創業以来、従業員とその家族の豊かな暮らしを維持することに尽力しました。
約40年にわたって、鎮目は「熱意が全てであり、努力する過程で素晴らしい何かが生まれてくる」という信念のもと、有機化学の夢とロマンを
追い続け、社会への貢献に努めたのです。当社の主力工場である金沢工場は、北陸の霊峰として名高い白山のふもとに位置しており、鎮目の
モノづくりに対する理想を形にした「田園工場」として、創業精神を継承しつつ、時代の先を見すえて新たな価値の創出に努めています。

編集方針～本レポートでお伝えしたいこと

金沢工場にある石碑
「人を採用する時、最後は人格だ」
従業員教育の真の目的は「人づくり」

創成期 電子材料発展期

半導体原料

液晶用原料

天然系接着剤

アクリル酸

医薬品中間体

酢酸エステル類

特殊アクリル酸エステル類

化粧品原料

ファインケミカル導入期

合成中性カナダ
バルサムにて
合成法の特許取得

アクリル酸
製造販売

サステナブル創生期

大阪有機化学工業所設立

1941

カナダバルサム・
ツェーデル油
⇒蒸留・精製技術の確立

カナダバルサム・
ツェーデル油
⇒蒸留・精製技術の確立

大阪有機化学工業
株式会社設立

1946

特殊メタクリル酸エステル
⇒エステル化製品への
技術展開

特殊メタクリル酸エステル
⇒エステル化製品への
技術展開

柏原工場（現大阪事業所）稼働

1961

神港有機化学工業株式会社設立

1969

松任工場
（現金沢工場）
稼働

1981

医薬中間体原料医薬中間体原料

大阪証券取引所
市場二部上場

1987

LCDレジスト関連LCDレジスト関連

LSIレジスト関連LSI製造分野での展開LSIレジスト関連LSI製造分野での展開

1995

LCD製造分野での本格展開LCD製造分野での本格展開

1992

光硬化型塗料、インキ等原料：「ビスコート」シリーズ光硬化型塗料、インキ等原料：「ビスコート」シリーズ

1975

特殊アクリル酸エステルの事業化特殊アクリル酸エステルの事業化

1968

アクリル酸⇒重合防止技術の確立アクリル酸⇒重合防止技術の確立

1953

酢酸エステル⇒エステル化技術の確立酢酸エステル⇒エステル化技術の確立

1952

酒田工場竣工

2000

エステル交換法での工業化（世界初、THFA等）エステル交換法での工業化（世界初、THFA等）
LCD用フォトスペーサー LCD用フォトスペーサー 

東京証券取引所市場一部上場

2011

光碩（上海）化工貿易有限公司
（現子会社）設立

2014 2020 以降
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トップメッセージ

経営理念の実践はCSR経営そのものとの考え方のもと、
中期経営計画の着実な実行に注力してまいります。

國部　企業理念からCSRへの流れに
ついて、お話をお聞きかせください。

上林　企業理念やCSRの考え方は、
創業者の考えをもとに整理し、

今年度に改めて制定しました。私は

3代目で初めて創業家以外からの

社長ですが、創業者の薫陶を直

接受けた最後の世代でもありま

す。創業者は、化学企業として環

境を重要な課題ととらえ、新技

術を開発し、お客様先での商品開

発を通じて環境保全を向上さ

せることを重視していました。当

社では研究開発に力を入れてい

ますが、必ずCSRの考え方をバッ

クグラウンドに入れています。

國部　CSRを活動のバックグラウンドに
入れるということは、大変重要な

ことです。経営理念の中でも従業

員について触れておられますね。

上林　従業員の個性を大切にして
います。個性の違う人が集まり

チームで仕事をするからこそ成果が

出ます。個人の考えを尊重しつつ、

研究を商品化してお客様の環境

問題の改善、さらに社会に貢献して

いくにはどうするかを常に考えて

います。

國部　社会課題の解決に貢献する
ことは、CSR的発想から新しい視点

での新製品の開発など、既存の

事業から一歩進んだ活動も重要

です。

上林　その通りです。アクリルには
応用力があるので、バリエーションで

新しい価値を生み出せると考えて

います。

國部　新しい視点から社内外に新しい
関係を築くことで、価値創造を

共有し、社会課題を解決する新規

事業が生まれるベースになります。

これは短期的な利益を追求する

中では難しく、中長期的な視点と

従来とは違う判断基準が必要

です。

上林　当社では製品化まで長い年月が
必要な製品も多く、短期志向を重視

しすぎるとよくないと考えています。

中長期にわたる研究が成功す

るように、会社として支援していく

ため、株主にきちんと説明することが

経営者の責任です。

國部　報告書では、大阪有機化学の
製品がどう使われているかが掲載

されていますね。

上林　当社製品は表には出ません。
創業者の言葉に「自社開発製品を

経営の中心に置け」というものが

あり、自社で開発した製品を大切に

しています。それを皆さんに知って

ほしいという思いです。

國部　環境報告書は以前から作成
されていますが、大阪有機化学の

環境問題についての課題は何で

しょうか？

上林　CO2について特に意識して
います。CO2排出削減に向けた

管理指標について、少量多品種で

高付加価値化を進めている当社

としては、排出総量と、付加価値

当たりの排出量を見ることにしたい

と考えています。今後も引き続き、

透明性を重視し、社内外に開示

していきます。

國部　女性の活躍が言われていますが、
ダイバーシティについては？ 

上林　正直、女性の登用は今後の
課題です。管理職には能力だけ

でなく実績も必要です。実績と

はスキルと貢献、求心力のもとに

なるものです。多様化の中で、社

員が実績を積める働き方がで

きる環境を整えていくことが、重

要な課題と認識しています。

國部　生命の安全はCSRでも重要
課題です。今回のコロナ禍で見えて

きたことは？

上林　在宅ワークを取り入れたことで、
いろいろ見えました。ICTを活用

する仕事の進め方など、今後さらに

検討しなければならないと思います。

國部　価値観が変わったことはあり
ますか？ 以前は在庫や現金を持

つことは非効率だとして避けられ

ていましたが、コロナ禍に遭い、生

産継続のための在庫の重要性

や雇用を継続するための現金資

金の重要性が認識されました。

上林　工場や研究所以外は8割程度
在宅ワークとなり、働き方が大きく

変わりました。社員は実績の積み

方が変わっていくと思います。

入社から定年まで同じ働き方は

できないことを知り、仕事内容や

働き方が変わっても、大阪有機の

考える社会価値を一緒に構築して

いく人材が必要です。そのためにも、

このCSRレポートを役立てたい

です。

2020年度より「環境社会報告書」から「CSRレポート」へ変更し、報告ツールからステークホルダーの皆さまとの対話ツールに

なるレポートを意識して作成を進めてまいりました。

また、2020年11月期より第２次5ヶ年中期経営計画がスタートするにあたり、「経営理念」および「経営ビジョン」の策定を行いました。

今回、レポートの作成にあたり、6月にCSR経営の権威である國部克彦教授と、当社取締役会長（インタビュー当時　代表取締役

社長）が、当社のCSR経営のあり方について意見交換を行いましたので、その模様をお伝えいたします。

創業者精神につながるCSRの考え方

CSRにおける当社の課題

コロナショックを乗り越えて

神戸大学大学院経営学研究科教授

國部 克彦　Kokubu katsuhiko

大阪市立大学博士（経営学）。2014年-2016年神戸大学
大学院経営学研究科長・経営学部長。2019年より神戸大学
副学長。日本MFCAフォーラム会長、環境経営学会理事、
日本社会関連会計学会理事、ISO/TC207/WG8議長。株式
会社環境管理会計研究所取締役等を務める。
【主な著書】
「創発型責任経営」(日本経済新聞出版、2019年)、「アカウン
タビリティから経営倫理へ」（有斐閣，2017年）など多数

大阪有機化学工業株式会社　取締役会長

上林 泰二　Kanbayashi taiji

神戸大学大学院経営学研究科教授

國部 克彦　Kokubu katsuhiko
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CSR重要課題

CSR重要課題の特定およびSDGsとの関連付けプロセス

当社グループでは、下記のプロセスに沿って重点的に取り組むべき重要課題を特定し、特定した重要課題と関連するSDGsの紐付けを行いました。

中期計画の経営課題との紐付け、SDGsとの関連付け
を行ったことから、今後、実効性を高めていくことが重
要と考えます。今回、特定されたCSR重要課題（マテリ
アリティ）に対して、当社における重要業績評価指標
（KPI）の設定を行い、インパクトに対する機会とリスク
を明確にいたします。
また、各マテリアリティについては、マネジメントを担う主
管部署を決定し、目標やKPIを策定した上で、PDCAサ
イクルを回していきます。
ステークホルダーの皆さまとの対話はもちろんのこと、
PDCAサイクルを回すことにより、活動の見直しを随時
行いつつ、CSR活動を通じて社会課題を解決し、持続
的な社会の発展に貢献することをめざしてまいります。

「GRIスタンダード」や「ISO26000」、「国連グローバル・コンパクト」など、CSRの国際規格を
もとに課題の洗い出しを行い、それぞれの課題ごとに、研究開発から原料調達、生産、営業に
至るバリューチェーンの各段階における社会への影響評価を実施し、課題の抽出を行いました。

社会的課題を、「事業活動で貢献する」「事業活動によって生じる」「事業活動の基盤となる」という３つの側面でとらえ、この３つの側面を踏まえて、自社視点、ステーク
ホルダー視点による重要性の評価結果をマッピングしました。

抽出された課題をもとに、事業視点については事業本部の責任者に、ステークホルダー視点に
ついてはステークホルダーの皆さまに接する機会の多い部門の責任者にアンケートを実施し、
重要性の評価を行いました。

重要性の結果を、自社視点とステークホルダー視点でマトリックスマップを作成し、CSRの重要
課題を特定しました。また、結果をもとにしてCSRの専門家の方 に々ご意見をいただき、役員会
で説明を行った上で最終的に決定しました。

長期経営計画「Next Stage 10」の第2次中計の策定を行い、中期経営計画とCSR重要課題
の紐付けを行いました。また、それぞれの課題に対して、SDGsにおける目標を関連付け、各本
部/室の中期目標との紐付けを行いました。

CSR重要課題の洗出しおよび抽出

事業活動で貢献する

事業活動によって生じる 社会的課題

事業活動の基盤となる

STEP 1

継続的改善

マテリアリティ分析マップ

CSR重要課題の今後の展開

・ 事業所のある地域への貢献

・ 安全で働きやすい職場づくり

・ 環境コンプライアンスの徹底

・ コーポレート・ガバナンスの充実

・ 脱炭素に向けた気候変動への対応

高い 極めて高い

極
め
て
高
い

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
視
点
で
の
重
要
性

持
続
可
能
な
未
来
創
り
へ
の
貢
献

自社視点での重要性

・ 人材の多様性

・ 人権の尊重

・ 排水及び廃棄物の管理

・ 水資源の確保

・ 原材料の管理

・ サステナビリティ・マネジメント

・ エコ製品の売上拡大

・ 事業リスクのマネジメント

・ 企業倫理と誠実性の追求

・ 人材確保と育成

・ ステークホルダー・エンゲージメント

・ CSR調達

・ 安心で快適なくらしへの貢献

自社・ステークホルダー
視点で重要性評価STEP 2

CSR重要課題の特定STEP 3

中期経営計画および
SDGsとの関連付けSTEP 4

KPI項目見直し
活動項目の改善

解決すべき地球規模の社会的課題

重要課題の特定背景および経緯
大阪有機化学工業グループでは、長期的な視点に立ち、化学企業と
しての活動が経済、環境、社会に与える影響の把握、管理を行うとと
もに、課題については優先順位をつけて対処すべきと考えております。
そのため、中期経営計画やSDGsの取り組みなどを策定する際に、企
業活動に重要な影響を及ぼす課題を特定し、開示・報告することで、
ステークホルダーの皆さまに理解していただきながら、対話を継続し
ていくことで、企業活動に反映させていきたいと思っております。
今回、CSRの重要課題（マテリアリティ）を初めて開示するにあたり、
どのように特定したか、また今後どのように管理していくのかを説明い
たします。

中期部門目標中期計画
経営課題

CSR重要課題

SDGs関連付け

改善：ACTION

KPI項目・目標の設定

計画：PLAN

未達成のKPI項目の抽出
KPI達成度の測定

評価：CHECK

KPI項目に沿った
活動データの収集

実行：DO

中期経営計画にCSRや SDGsの視点を盛り込むことで、
事業を通じた社会課題の解決に対処してまいります。
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仕入先

経営
理念

行動指針

経営ビジョン
中長期計画

創業者の
おもい
［社是］

顧客

地域社会

従業員

株主
投資家

未来の
子どもたち

大阪有機化学工業グループの経営理念とCSR  重要課題

中期方針（2020－2024年）

SDGs 行動指針 CSR重要課題
（マテリアリティ）

わたしたちは、安全で心身ともに健康になる環境を
みんなで作ります。
わたしたちは、お互いの良さを活かし、補い合い、
チームで最大限の力を発揮します。
わたしたちは、現状に甘んじず、一歩先をめざし、
行動します。
わたしたちは、決定したことを理解し、責任感を持ち
行動します。
わたしたちは、お互いに信頼し、和をもって業務に
取り組みます。

当社グループでは、2015年11月期より10ヶ年の
長期経営計画「Next Stage 10（以下、NS10）」
をスタートし、社会課題の解決に取り組むと
ともに、計画の目標達成に向けてさまざまな
施策を着実に実行してまいりました。
その結果、目標を早期に達成できる見込み
となったことから、2018年度に目標を見直し
ました。また、新たに策定した「経営理念」お
よび「経営ビジョン」に基づき、「NS10」の
第２次５ヶ年中期経営計画（2020年11月
期から2024年11月期）を作成し、さらなる
事業拡大と高収益化をめざしております。
この中では、「行動指針」と「CSR重要課題
(マテリアリティ)」「SDGs」をリンクさせる
ことで、社会課題の解決を一層意識した
ものとなっています。

わたしたちは、製品の安全性・品質の確保に全力を
尽くします。
わたしたちは、お客様のイノベーションに繋がる
ユニークな機能を備えた材料を提供し続けます。
わたしたちは、全ての取引先に誠意をもって接し、
常に公正・公平な取引関係を維持し続けます。

わたしたちは、安全を最優先し、無事故・無災害を
めざします。
わたしたちは、環境負荷低減に自主的、積極的に取り
組みます。
わたしたちは、積極的に社会に参画し、地域の要請、
期待に応えます。

わたしたちは、企業活動に関わるネガティブ情報含め
透明性を確保します。
わたしたちは、積極的、効果的、公正な開示を行います。

わたしたちは、地球規模での気候危機を自分ごととして
認識し、未来の子供たちが幸せに暮らせる持続可能な
未来創りに貢献します。
わたしたちは、自然と社会の調和に配慮した製品開発
（モノづくり）に取り組み、価値を発揮していきます。

わたしたちは、約束を守り、誠実に謙虚に向き合います。
わたしたちは、WIN－WINな関係をめざし、建設的な
対話を行います。
わたしたちは、すべての人の尊厳と権利を尊重し、
不当な差別行為を行いません。
わたしたちは、自然災害や火災爆発事故などに備え、
組織的な危機管理を徹底します。

人材確保と育成
安全で働きやすい職場づくり
人材の多様性

エコ製品の売上拡大
安心で快適なくらしへの貢献
CSR 調達
原材料の管理

事業所のある地域への貢献
環境コンプライアンスの徹底
排水及び廃棄物の管理

安心で快適なくらしへの貢献
エコ製品の売上拡大
脱炭素に向けた気候変動への
対応
水資源の確保

コーポレート・ガバナンスの充実

企業倫理と誠実性の追求
人権の尊重
ステークホルダー・エンゲージメント
事業リスクのマネジメント
サステナビリティ・マネジメント

1. すべてのステークホルダー
    とともに

2. 従業員 /従業員のご家族
    とともに

3. お客様 /取引先様とともに

4. 株主 / 投資家とともに

5. 地域社会とともに

6. 未来の子供たちのために

わたしたちは、経営理念、経営ビジョンに基づき、社会の発展に幅広く貢献する有用で環境や安全に配慮した製品を開発提供し、
ステークホルダーの皆さまとともに事業を通じて社会的課題を解決し、企業価値の向上をめざします。

［経 営 理 念］ ［経営ビジョン］

経営者のおもい

わたしたちは、一人ひとりの個性を大切にし、
ユニークな機能を備えた材料を提供すること
により、お客様と共に社会の発展に貢献します。

特殊アクリル酸エステルのリー
ディングカンパニーとして、グロー
バル市場に価値を提供する。

当社では、創業者精神に基づく「社是」を基本に事
業を展開し、社会への貢献を追求してきました。ま
た、2020年11月期より第2次5ヶ年中期経営計画
がスタートするにあたり、「経営理念」および「経営ビ
ジョン」を策定したのに加え、ステークホルダーとの
かかわりについて「行動指針」を定めています。
さらに、当社の社会的使命をステークホルダーの皆
さまに広くご理解いただくため、2019年に社内公募
によるキャッチフレーズ「見えないけれど、あなたのそ
ばに。」を制定しました。

１. 会社と従業員は、共に手を携えて進む
一心同体にしていわゆる運命共同体であり、
会社の繁栄は従業員の活動に負い
従業員の幸福の源泉は会社の繁栄にある。

２.会社の基本方針は常に偏向と独善の誤りを排し、
各自の誠実とたゆまざる努力と、お互いの信頼と
協力と愛情により、個人の人格を高め優れたる
生産活動を通じて社会に奉仕貢献することである。

　3つの意（誠意、熱意、創意）を
　育む風土づくり
・顧客満足度の向上
・従業員満足度の向上
  （働きがいのある職場づくり）
・ダイバーシティ（価値観、多様性）の
  積極的活用

　生産性を意識した
　資源投入と堅実成長
・年率5％の堅実な成長（売上高）
・安全操業と経営効率の最適化
・不要業務削減による成長分野への資源シフト

　『地球や社会と共存』に向けた
　企業活動
・持続可能な開発のためグローバル･
  パートナーシップを構築
・製品ライフサイクルを通じ、化学物質及び
  廃棄物の管理及び削減
・資源再利用の積極的活用と
  再生可能エネルギー活用

当社における理念体系

社是

経営理念に基づく長期経営計画の着実な実行を通じて、社会課題の解決に向けた取り組みを加速しています。

長期経営計画「Next Stage 10」に
おける中期方針（2020－2024年）

当社の理念体系に基づき、2019年にキャッチフレーズの社内
公募を行いました。計246作品の応募があり、役員および
従業員による厳正なる投票を経て、既存のキャッチフレーズとの
役員による決選投票を行った結果、現在のキャッチフレーズに
なりました。

わたしたちの製品は、社会の皆さま
が直接目にすることはありません。
しかし、世の中に広まっている製
品の材料として多く使用されて
います。そこで、皆さまが暮らしの
中で使っている製品に当社製品
が含まれているかも、という当社の
イメージを言葉にしました。

当社キャッチフレーズ
「見えないけれど、あなたのそばに。」

キャッチフレーズの産みの親

酒田工場　製造二課
畠中さん
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人々が求めること、社会が求めることに耳を傾け
寄り添い続けてきた大阪有機の製品や技術は、さまざまな場所で生かされ
今日もあなたのくらしを支えています。

携帯（ディスプレイ）
カラーフィルター原料、
接着剤、コーティング
剤の原料を提供して
います。

コンタクトレンズ
酸素透過性、濡れ性
の機能を持った原料
を提供しています。

マスク/防護服
水や油を弾く原料を
提供しています。

保護メガネ
汚れにくく、曇らない
材料を提供しています。

監視カメラ
汚れにくく、曇らない
材料を提供しています。

段ボール
段ボールや厚紙など
凸凹した表面に印刷
する樹脂プレート原料
を提供しています。

ラッピング
立体物でもなんにでも
印刷可能なUVインク
ジェットプリント。省エ
ネで環境にやさしい原
料を提供しています。

光ファイバー/５G
光通信に必須の光ファイバー
原料や５G（第5世代移動通信
システム）のインフラの材料を
提供しています。

自動車用トップコート
環境にやさしく、汚れをはね
のけ、小さなキズを自動修復
する原料を提供しています。

監視カメラ（バックモニター）
汚れにくく、曇らない材料を提供して
います。

車載モニター
社内の電子機器のディスプレイ
や集積回路の原料を提供して
います。

ヘアケア製品
髪を固めたり、ボリュー
ムを持たせたりする機
能を持った原料を提
供しています。

化粧品
においが少なく、保湿
や抗菌効果があり、パ
ラベンフリーの原料を
提供しています。

お風呂の鏡用フィルム
曇らず、汚れにくい原
料を提供しています。

メガネ
汚れにくく、曇らない
材料を提供しています。

くらしの中に大阪有機

見えないけれど、あなたのそばに。

見えないけれど、あなたのそばに。

TV/PC（ディスプレイ）
カラーフィルター原料、
接着剤、コーティング
剤の原料を提供して
います。

家庭用プリンタ
表面張力を下げる機
能を持った水性インク
ジェット原料を提供し
ています。

chemizon

ジェルネイル
光を使うことで省エネ
になり、簡単に固まる原
料を提供しています。

パソコン、スマートフォン、デジカメ他さまざまな電子機器
に含まれている集積回路（IC）。どんどん容量が大き
くなるにつれて微細化が進んでいます。また不純物
が含まれると動かなくなってしまいます。超高純度化技
術によりレジストの原料を作っています。

見えないけれど、ココがすごい。

64G
B

ME
MO
RY 
CA
RD

大阪有機化学工業の製品について詳しくは https://www.ooc.co.jp/products/

OSAKA ORGANIC CHEMICAL INDUSTRY LTD. 

OSAKA ORGANIC CHEMICAL INDUSTRY LTD. 

AQUARIUM

REBORN
REBORN

ウイルスより
微細
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価値創造と社会課題の解決 新たな価値の創出を通じてこれからの時代に　　おける安全で快適な暮らしへの貢献をめざします。

伸縮性エラストマー
伸縮性導電材料

生体センサ、
感圧センサ、
ストレッチャブルデバイス、
スマートテキスタイル

大阪有機と社会とのかかわり SDGsへの
貢献

未来の健康管理システムに向けて
IoT（もののインターネット）やAI（人工知能）の
発展により社会のネットワーク化が進む中、健康
やスポーツ、医療、介護の分野において、日常生
活における健康管理や作業者の体調管理、そし
て高齢者の見守りなどに対する社会ニーズが高
まっていることから、生体情報をセンシング（感
知）する技術の開発が進んでいます。

人間周辺の電装･アシスト化に向けて
VR（仮想現実）やAR（拡張現実）が身近になり
つつある中、モノをつかむといった、目の前の仮想
的な物体の操作に手応えを与える他、自動車で
手の動きのジェスチャーだけで操作ができるハプ
ティクス（触覚）技術の開発が進んでいます。

快適な暮らしに向けて
近年、省エネが求められる中、住宅やオフィスビル
などの建築物の暖冷房負荷の低減に注目が集
まっています。その一環として、窓から入る太陽光の
制御が重要視されています。
また併せて、都市の景観という視点から建築物の
窓のデザインや機能性に対する関心が高まってお
り、スマートウインドウの需要が拡大しています。

環境を意識した車社会をめざして
自動車業界において、燃費のさらなる向上や温
暖化ガスの排出削減の観点から、金属からプラ
スチックへと、マルチマテリアル化（自動車部材の
軽量化）が進んでいます。

伸縮性エラストマー
伸縮性導電材料
有機圧電材料

ハプティクスデバイス
ソフトアクチュエータ

ポリマーネットワーク液晶材料
エレクトロクロミック材料

スマートウインドウ

機能性接着モノマー

異種接着材料

共有価値

大阪有機の    製品・用途社会の課題

共有価値

共有価値

共有価値

ON－OFFで切替

ON OFF

疲労評価システム

[ 建設・運輸 ]

内側ヘッドバンド●
ヘルメット外部装置●

ウェアタイプ●

イメージ

ハンドタイプ●●

●心拍数・脈波、体温検知
●WBGT（暑さ指数）

行動指針

用途

用途

用途

用途
ルーフ
・アルミニウム
・CFRP

フード
・アルミニウム
・樹脂
・CFRP

サイド／リア  ウインドウ
・樹脂

パネル
・ホットスタンプ材
・アルミニウム
・樹脂
・CFRP

トランクリッド
・アルミニウム
・樹脂
・CFRP

健康長寿社会の実現

人とロボットによる共生社会の実現

人と環境にやさしい社会の実現

安心・安全・快適で
環境にやさしい車社会の実現

「3. お客様 /取引先様とともに」から － わたしたちは、お客様のイノベーションに繋がるユニークな機能を備えた材料を提供し続けます。
「6. 未来の子供たちのために」から － わたしたちは、自然と社会の調和に配慮した製品開発（モノづくり）に取り組み、価値を発揮していきます。

・健康管理機能の拡充　・遠隔医療の発展
社会的価値の創出

（機能）
高柔軟・高伸縮性と導電性を併せ持つ材料の開発
（提供価値）
これからの時代における健康管理に役立つ伸縮
性エラストマーや伸縮性導電材料の開発を行っ
ています。これによって今後、生体センサや感圧
センサ、ストレッチャブルデバイス、スマートテキス
タイルなど、身に着けられる着心地の良いウェア
ラブルデバイスの実用化に役立ちたいと考えて
います。

大阪有機の技術による貢献

・建築や介護、農林水産業などの分野における
  労働の負担軽減
・IoA（インターネット・オブ・アビリティズ）
  ＝人間の能力拡張の提供

社会的価値の創出

（機能）
高伸張性と高応答性を併せ持つ材料の開発
（提供価値）
VRやARの進歩に対応して、当社は伸縮性エラストマー
や伸縮性導電材料、有機圧電材料、ハプティクスデバイ
ス、ソフトアクチュエータなどの開発を行っています。今後、
仮想空間での触覚付与やロボットへの柔軟性や触覚・
応答性の付与といった機能の実現に貢献していきます。

大阪有機の技術による貢献

・省エネルギーへの貢献による持続可能な社会
  の実現
・TPOに応じたスペースデザインの創出

社会的価値の創出

（機能）
低消費電力と高コントラストを併せ持つ材料の開発
（提供価値）
建物における省エネルギーを可能にするポリ
マーネットワーク液晶材料やエレクトロクロミック
材料、スマートウインドウなどの開発に注力してい
ます。これによって、環境負荷の低減や、スペース
デザインの創出をめざします。

大阪有機の技術による貢献

・環境負荷低減
・安心・安全・快適な車の実現

社会的価値の創出

（機能）
さまざまな素材同士の接着を可能とする材料の開発
（提供価値）
機能性接着モノマーや異種接着材料の開発を
通じて、さまざまな素材同士の接着を可能にする
ことで、自動車をはじめ、各種車両や航空機の軽
量化、マルチマテリアル化に貢献していきます。

大阪有機の技術による貢献

センサー
（伸縮素材）
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CSR重要課題に対する取り組み　

2020年度の課題/目標 関連ページ 関連するSDGs2019年度の主な実績重要課題（マテリアリティ） 社会的課題 ESG
分野 主な取り組み

安心で快適なくらしへの貢献

エコ製品の売上拡大

コーポレート・ガバナンスの充実

事業リスクのマネジメント

サステナビリティ・マネジメント

企業倫理と誠実性の追求

人材確保と育成

人権の尊重

安全で働きやすい職場づくり

人材の多様性

CSR調達

原材料の管理

環境コンプライアンスの徹底

脱炭素に向けた気候変動への対応

水資源の確保

排水及び廃棄物の管理

事業所のある地域への貢献

ステークホルダー・エンゲージメント

S

E

E

S

G

S

事業活動の
基盤となる
社会的課題

事業活動の
基盤となる
社会的課題

事業活動に
よって生じる
社会的課題

事業活動で
貢献する
社会課題

事業活動で
貢献する
社会課題

事業活動に
よって生じる
社会的課題

企業理念の浸透

大阪有機の知名度アップ
人材育成の充実

ハラスメント対策
情報・価値観の多様化対応

健康経営の推進
ワークライフバランスの推進

ダイバーシティに向けた取り組み

CSR 調達の構築

主要製品原料の安定調達

水使用量の削減

環境コンプライアンスの遵守

地域との継続的交流

CSRを軸とした対話の促進

各国、地域における環境関連の
法規制遵守

バリューチェーン全体でのCO2削減の検討
再生可能エネルギー活用の検討

事業活動による
社会貢献意識向上 各既存事業の製品を身近なものに紐付け

当社グループの製品とエコの紐付け検討

経営理念体系の確立

従業員が働きやすい環境づくりへのサポート体制の確立
相談窓口の明確化

リスク・コンプライアンス委員会の設置
重点リスクの選定と対応方法の検討

取締役会実効性評価の充実
積極開示の推進（英文開示情報の充実）
役員報酬制度の見直し/相互保有株式の縮減

P9-P10

P9-P12
P20

P15-P16

P17

P11-P12

P7-P8

P23

P25

P26
P24

P24

P21

P21

P20-P22

P19

P20

P20

P17
P27-29

P15, P21
P27-29

社会的課題を解決するための
バックキャスティング思考による事業・製品の検討

人材確保：知名度を上げていく必要あり。学生が集まる
イベントへの出展/ホームページの充実
人材育成：研修時間の捻出が課題。リモートでの研修の充実

経営理念カードの作成
経営理念の浸透検討、実施

窓口への相談件数が少ない
従業員にどう利用してもらうかが課題

100名を対象としたカウンセリング実施
在宅勤務を制度として導入

購買方針に基づき、CSR調達ガイドラインの
たたき台を作成

複数購買化に向け、重要原料を選定し、
新規購買先のサンプル評価を実施

経営課題に取り組むことにより、経営層の理解と推進力、
組織を横断的に活動できる体制づくり
育児介護休業している従業員が安心して活用できる制度導入

重点リスクの選定およびPDCAサイクルを回す

エコ製品売上把握を行い、開示検討

化学物質管理の徹底
環境データの継続的な監視

引き続き、水使用量削減に向けた工程改善
および製法の変更の検討、実施

中長期的視点に立ったグループ全体の目標の設定
スコープ3排出量の算定検討

排水管理　：監視の継続
廃棄物管理：中長期的視点に立ったグループ
　　　　　  全体の目標の設定

新型コロナウイルス感染拡大予防により
イベント開催が難しくなっている中
行政とも連携した新たな地域貢献の方策検討
新型コロナウイルス感染拡大予防により
イベント開催が難しくなっている中
リモートを利用した対話の仕組み検討、実施

新規事業の柱候補に対する当社と社会の
価値および共通価値の見える化

健康診断結果の見える化/体験型カウンセリングを
全従業員に実施/有給休暇取得の促進

一社購入品/複数購入先の調査

化学物質管理の徹底
環境データの継続的な監視

グループ全体でのエネルギー、CO2の把握
中長期計画におけるエネルギー使用シミュレーション
再生可能エネルギー投資の検討

水使用量削減に向けた工程改善および
製法の変更の検討、実施

地域に密着したイベント参加による交流

工場見学、事業所を利用した対話の促進

排水管理　：監視の継続
廃棄物管理：グループ全体での廃棄物量、
　　　　　　最終埋立処分量の把握

選任指名諮問委員会および報酬諮問委員会の議長を
社外取締役に変更
取締役会における社外取締役比率向上（1/3）

人材確保：求める人物像の明確化/学会へのブース出展/
インターンシップの実施/定年延長制度（65歳まで）導入
人材育成：複線型資格等級制度導入

女性が安心して働ける職場の提供
育児休暇時短勤務を9歳まで延長
規程改訂について社内通知

CSR調達ガイドライン作成を見越して、
新たに購買方針を検討

ホームページの充実
（「暮らしの中に大阪有機」「見えないけれど、
ココがすごい。」シリーズの充実）

環境にやさしい
事業形態へのシフト

経営の透明性向上と
経営システムの効率性向上

リスクマネジメント体制構築

価値創造による社会課題の解決
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コーポレート・ガバナンス

経営の透明性向上と経営システムの効率性向上
・選任指名諮問委員会および報酬諮問委員会の議長を社外取締役に変更
・取締役会における社外取締役比率向上（1/3）

経営の透明性向上と経営システムの効率性向上
・積極開示の推進（英文開示情報の充実）
・役員報酬制度の見直し
・取締役会実効性評価の充実
・政策保有株式の縮減

コーポレート・ガバナンスの強化を図るため、
社外取締役を2名に増員するとともに、執行役
員制度や、譲渡制限付株式報酬制度導入、
選任指名・報酬に関する諮問委員会の設置
に取り組んできました。
2019年7月には、社外取締役の経営に対する
監視がさらに強化されるように、諮問委員会の
組織変更を行いました。また、2020年2月に
は、取締役会に占める社外取締役の比率を
1/3に高めました。今後もさらにコーポレート・
ガバナンス強化に努めてまいります。

社外取締役に対する期待として、
「社内役員からは言いにくいことを
言う」「客観的な立場からものを言
う」ということがよく言われます。特
に、弁護士出身の社外役員の場
合、コンプライアンス上の指摘が期
待される傾向にありますが、個人的
には「会社が株主、投資家、取引
先、従業員、そして社会から本当に
信頼してもらえるものといえるか？」と
いう視点で発言させていただくこと
が重要だと思っています。

近年、企業に求められる内部統制
システムやコンプライアンスは緻密
化、技術化が進み、形式的なもの
になりがちですが、特に外部の関係
者の立場に近い社外役員には、そ
のような観点から関与することが必
要だと思います。

2020年2月
・取締役人数を見直し、社外取締役の比率を1/3に

2019年7月
・選任指名諮問委員会、報酬諮問委員会の議長を社長から
社外取締役へ変更

2018年12月
・選任指名諮問委員会を設置
・報酬諮問委員会を設置

2018年2月
・執行役員制度導入
・退職慰労金制度廃止
・譲渡制限付株式報酬制度導入

2016年2月
・社外取締役を1名増員し、計2名体制に

行動指針
「4. 株主 /投資家とともに」から － わたしたちは、企業活動に関わるネガティブ情報含め透明性を確保します。
　　　　　　　　　　　　　　－ わたしたちは、積極的、効果的、公正な開示を行います。

基本的な考え方 当社グループのコーポレート・ガバナンス体制

役員紹介（2020年7月1日現在）

当社グループにおけるコーポレート・ガバナンスは公正な企業活動を期すとともに、経営の透明性を高め経営システムの効率性とスピードの向上を目的とし、会社の持続的な
成長と中長期的な企業価値の向上を図るための仕組みと捉えており、社内外とのゴーイング・コンサーン（事業活動の継続）の共通認識を醸成しながらコーポレート・ガバ
ナンスの充実を重要な経営課題とし、その向上と改善に取り組んでおります。

重要課題に対する取り組み状況

重要課題：コーポレート・ガバナンスの充実

2019年度の成果

2020年度の目標

コーポレート・ガバナンス強化の歩み

コーポレート・ガバナンスの強化

役員報酬
短期インセンティブとして、単年度の連結業績などをベースにした取
締役（社外取締役を除く）に賞与（金銭）を支給しております。また、
現在は譲渡制限付株式報酬制度導入しておりますが、今後、中期
的な業績との連動報酬の割合について検討を行ってまいります。

株主・投資家との対話
機関投資家との個別面談や、半期に1度の会社説明会（機関投資
家、個人投資家）や電話取材などを実施し、IR活動の充実を図っ
ております。また、2020年より、IR資料の英語版の開示を進め、海外
の投資家の皆さまへの情報開示の充実にも努めております。

取締役会の実効性評価
当社の取締役会全体の実効性については、取締役と監査役を対象に取
締役会の運営・審議についてのアンケートを実施し、その回答の集計結果
を取りまとめ、取締役会にて分析・評価を行いました。
その結果、当社の取締役会の実効性はおおむね良好な評価を得ており、取締役
会の実効性は確保されていることを確認いたしました。今回の分析・評価結果を
踏まえ、当社取締役会は引き続き取締役会の実効性の向上に努めてまいります。

政策保有株式
当社の保有する政策保有株式は、保有基準を定め、毎年取締役会にて個
別の案件ごとに検証を行い、縮減に向けた判断を行っております。

監査役会

会計監査人

選任指名諮問委員会
取締役会

氏名
生年／性別 役割 取締役会

◎

◎

◎ ◎

○○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○

○

監査役会 略歴・資格等
諮問委員会

報酬選任
指名

上林 泰二
1951年／M

安藤 昌幸
1962年／M

本田 宗一
1966年／M

小笠原 元見
1964年／M

濵中 孝之
1970年／M

川上 尚貴
1961年／M

永柳 宗美
1963年／M

檜山 洋子
1971年／F

吉田 恭子
1976年／F

取締役会長

代表取締役
社長

取締役
管理本部長

取締役
事業本部長

社外取締役
（独立役員）

社外取締役
（独立役員）

常勤監査役

社外監査役
（独立役員）

社外監査役
（独立役員）

研究・開発・営業・
経営企画・海外

研究・開発・
経営企画

営業・管理

営業・海外

弁護士

弁護士

◎ 議長

内部監査室

公認会計士

財務省・金融庁・
内閣府・環境省他

代表取締役社長

経営会議 内部監査室

報酬諮問委員会

内部統制委員会

リスク・コンプライアンス委員会

執行役員/各部門・関係会社

株主総会

社外取締役
濵中　孝之　

ステークホルダーの視点で発言することを心掛けています。

社外役員としての立場から 社外役員としての立場から

社外監査役
檜山　洋子

意思決定機関の機能と執行の状況を
しっかり監督いたします。

社外監査役
吉田 恭子

代表取締役社長
安藤 昌幸

取締役会長
上林 泰二

社外取締役
濵中 孝之

社外監査役
檜山 洋子

社外取締役
川上 尚貴

取締役　
本田 宗一

取締役
小笠原 元見

常勤監査役
永柳 宗美

社外役員に求められることは、
究極的には企業価値を高める
ことにありますが、そのために監
査役としての私が貢献できるこ
とは、取締役会などの意思決定
機関が効率的に機能している
かどうか、取締役の皆さんがそ
の職務を的確に執行しているか
どうかを監督することだと考えて
います。
そして、それができていないと疑

われるときには、これまでの弁
護士としての経験、一般社会人
としての経験、女性としての経
験を踏まえて、会議の空気を読
むことなく、事実の確認と忌憚
のない発言をしていきたいと思
います。

き  たん

15 見えないけれど、あなたのそばに。 CSR2020 16
価値創造と

社会課題の解決
CSR重要課題に
対する取り組みトップメッセージ CSR重要課題 くらしの中に

大阪有機 環境への取り組み 取引先/お客様
とのかかわり

従業員との
かかわり

第三者意見/
第三者意見を
いただいて

地域とのかかわりコーポレート・
ガバナンス

大阪有機化学工業
グループの経営理念
とCSR重要課題



化学工場での生産活動が事業の中心となる当社グループでは、環境保全にかかわる取り組みを優先課題の一つととらえています。この中では、法規制を遵守した環境汚染
の防止はもとより、当社を取り巻く状況や将来的な変化予測を踏まえて、環境負荷の低減をめざして活動しています。

リスクマネジメント 環境への取り組み

【リスク・コンプライアンス委員会（R・C委員会）】
当社グループにおけるリスクマネジメントの実効性を高めるために、経営戦略を遂行する上でのコンプライアンスを含む

さまざまなリスクを統合的に管理する目的で、2019年12月に新たに「リスク・コンプライアンス委員会」を設置しました。

BCPにおける取り組み
2009年9月、当社グループは「BCP（事業継続計画）基本方針」を策定し、同方針に基づき「災害対応マニュアル」「新型インフルエンザ対応手順」を制定しました。2020年度からは、当社グループに

おけるBCM（事業継続マネジメント）の構築に向けて、各拠点のBCP策定を進めています。

BCP基本方針
 １ ．人命尊重…従業員とその家族の安否確認、安全確保を最優先にします。
２．早期復旧による事業継続…お客様の事業を中断しないよう、早期復旧による安定供給を
図り、お客様から信頼される存在となります。　

３．地域社会への支援…地域社会の一員として周辺住民の避難・援助などにできる限り協力します。

【重点リスクの選定とその対応】
「R・C委員会」は、外部環境分析による「事業リスクと経営課題」および各部署か
ら洗い出された「業務リスクの評価」から、企業経営および社会への影響の大きさ
などを勘案し、優先順位が高いと評価される重点リスクを選定しています。そして、
重点リスクをもとに対応方針を策定し内部統制委員会に付議します。

内部統制委員会では、「R・C委員会」で選定された重点リスクに関する対策を策
定し、関連部門が中心となって対策を講じていきます。

対策後は、実際にどういう結果になったか、改善点は何かを見出す監視とレビューを
行います。

監視とレビューから見えてきた効果や改善点から、リスクマネジメントを修正します。

新型コロナウイルス感染症の対応
新型コロナウイルスの感染拡大に際しては、2020年2月19日に大阪有機化学工業株式会社の代表取締役社長を中心に、「臨時R・C委員会」を開催し、新型コロナウイルス感染症対応策について

当社グループの関係者による協議の上、「大阪有機化学工業株式会社グループ方針」を打ち出しました。

この方針をもとにした当該感染症について具体的な対策を講じ、従業員およびお客様、取引先様の安全確保に努めてきました。当グループでは、これまでに実施した各 の々安全確保策を一層強化徹

底しつつ、自治体から発出された各種の要請も踏まえ、在宅勤務のさらなる拡大のための業務や社内制度の見直し、Webによる会議環境の増強など、あらゆる手段を講じて対策を強化しました。今後

も引き続き、感染拡大の防止と、従業員およびお客様、取引先様の安全確保を最優先に対応してまいります。

当社グループは、原料の調達、生産、廃棄、リサイクルに至るまでの事業活動において、環境に与える影響を正確に把握し、使用量、排出量の削減および再利用を定性的、
定量的に把握し、環境負荷低減に努めています。

中期方針（2020－2024年）における課題
『地球や社会と共存』に向けた企業活動
    ・ 持続可能な開発のためグローバル ･パートナーシップを構築
    ・ 製品ライフサイクルを通じ、化学物質の管理及び廃棄物の削減
    ・ 資源再利用の積極的活用と再生可能エネルギｰの活用

エネルギーや資源の使用量を低減する努力をしています

事業活動による排出を低減する努力をしています

環境負荷の状況

ＩＮＰＵＴ

事業活動

インプット

アウトプット

当社グループ

ＯＵＴＰＵＴ

基本的な考え方 基本的な考え方
当社グループは、2008年制定の「リスク管理規程」に基づき、事業を取り巻くさまざまなリスクに対して、的確な管理・実践を図り継続的
改善を通じ企業価値向上をめざしています。

地震・風水害などの自然災害発生時に当社グループの従
業員と家族の安否確認を行うため、2019年4月に「安否
確認システム」を導入して運用を行っています。同年度中
に実施した訓練では応答率が93％でした。

当社グループでは、重大な被害を与える可能性がある災害（地震、火災/爆発、風水害など）
を重点リスクと位置づけ、上記の「BCP基本方針」に関して次のような対策を講じています。

〈主な備蓄品〉
携帯ラジオ、ヘルメット、飲料水、保存食、簡易トイレ、毛布、非常用ライトなど

大規模災害が発生した場合、ライフラインの停止や公共交通機関の運行
停止により、各事業所で帰宅困難者の発生が想定されます。
災害発生後、3日間は救助・救急活動を優先させる救急対策活動期間と
されています。そのため、一斉帰宅による混乱から招く二次災害を防ぐため
に、従業員を会社施設内に待機させておく必要があります。当社グループ
ではこのような有事に備えて、各事業所に備蓄品の手配・管理を継続的に
行っています。

1月

主な自治体
要請など

当社グループの
意思決定

周知

主な対応策

2月 3月 4月 5月

リスクの発生頻度

リスクの特定・分類

リスクの分析・評価
リ
ス
ク
の
監
視
・レ
ビ
ュ
ー

リスクの対策・対応

R・C委員会

内部統制委員会

リスクマネジメントの実施

リスクマネジメントプロセス

関連部門

リスクの影響度

1. 人命尊重

従業員・家族の
安否確認 地震、風水害などの災害が発生、または発生する恐れがある場合の緊急的な

避難先として、大阪有機化学工業株式会社の金沢工場および酒田工場の社
員寮と社宅の屋上を提供しています。災害時などに

おける地域への
施設提供

災害時の周辺地域の医療救護活動の充実
に寄与するため、2012年から大阪有機化
学工業株式会社の酒田工場のグラウンド
を酒田地区消防本部管内のランデブーポ
イント（場外離着陸場）に登録しています。

2/17「新型コロナウイル
ス感染症についての相
談・受診の目安」が発表

■注意喚起①
■注意喚起②

・新型コロナウイルス感染症への対応方針
■注意喚起③

臨時R・C委員会

3/2全国全ての小中高校
などに対し、春休みまで、一
斉に休校するよう要請

3/25東京都による週末
の外出自粛要請・在宅勤
務要請

4/7「緊急事態宣言」
発令

2/25『新型コロナウ
イルス感染症対策の
基本方針』

ドクターヘリの
ランデブー
ポイント

備蓄品

原料

51.9千㌧

研究開発/生産活動

生産量 41.2千㌧

水

589万㌧

エネルギー

総エネルギー 　16,311KL

電力 　5,156KL

重油 　6,891KL

天然ガス 　4,258KL

その他 7KL

大気排出量

ＣＯ２ 　44.3千㌧

ＳＯX 　6.4㌧

水域排出量

ＣＯＤ負荷量 　21.4㌧

ＳＳ負荷量 　8.9㌧

廃棄物排出量

産業廃棄物発生量 　17.8千㌧
（再資源化率 19％）

社内処理量 11.1千㌧
（社内処理率 62％）

最終埋立処分量 　143㌧
（最終処分率 0.8％）

社外排出量 　6.7千㌧

ＮＯX 　15.5㌧

PRTR物質 21.1㌧

(注 ： エネルギー使用量は、原油換算しています。)

3. 地域社会への支援

当社グループでは、2020年8月に「全社的な事業継続演習」を計画し
ています。また、2020年度以降も継続して当該演習を計画・実行し、従
業員のBCPに対する理解を深めることで、従業員の育成および対応力
向上、そして対策本部の意思決定能力の向上を図っていきます。

BCP防災・
事業継続演習

新型コロナウイルス感染症の対応策の一環として、本社と東京オフィス
を中心にVPN（インターネット上の仮想的な専用線）環境を整え、
2020年3月から在宅勤務を実施しています。

在宅勤務

2. 早期復旧による事業継続

■時差出勤　　・当社グループ全体で実施
■在宅勤務　　・一部開始　　　　・一斉休校で拡張   ・本社・東京オフィス在籍者の半数以上実施   ・本社・東京オフィス在籍者の7～8割実施
■執務室の分散　各事業所にて実施

R・C委員会

■注意喚起④

対応会議 対応会議

■注意喚起⑤ ■注意喚起⑥
■注意喚起⑦

Plan（計画）

Do（実行）

Check（評価）

Action（改善）

酒田工場社宅 金沢工場社員寮  避難訓練風景

■出張制限：不要不急の出張の自粛　・海外出張を原則禁止
■備品提供など：消毒液とマスクを従業員へ提供　・手洗いうがいの励行

仕入先 お客様
ポリ容器/ドラムの

回収
ポリ容器/ドラムの

回収

出荷

松や
トウモロコシなど
天然素材を
使用

CO2循環

廃油
廃溶剤
再利用
2.1千㌧
（再資源化率  19%）

廃油
廃スクラップなど

（再資源化率  19%）

森林

吸収

植林活動
「大阪有機 
未来の森」

内
訳

回収 再利用再精製
社外

行動指針
「5. 地域社会とともに」から － わたしたちは、環境負荷低減に自主的、積極的に取り組みます。
「6. 未来の子供たちのために」から － わたしたちは、地球規模での気候危機を自分ごととして認識し、未来の子供たちが幸せに暮らせる持続可能
な未来創りに貢献します。

行動指針
「1. すべてのステークホルダーとともに」から 
－ わたしたちは、自然災害や火災爆発事故など
に備え、組織的な危機管理を徹底します。
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PLAN14による効果 Next Stage 10  事業改革推進効果

温室効果ガスの排出削減に向けた取り組み 環境負荷低減に向けた取り組み
近年、大型台風や集中豪雨、干ばつや熱波などの異常気象と、それにともなう災害が世界各地で発生し、甚大な被害をもたらしています。気候変動によって、極端な気象現
象が増え、インフラなどの機能停止リスクや食糧の安全保障が脅かされる可能性が指摘されています。また、国際的な動きとして、2015年に世界の気候変動対策に関する
新たな法的枠組みである「パリ協定」が採択されました。
当社グループでは、長期的視点に立ち、脱炭素に向けた気候変動への対応を重要課題に掲げ、中期的に低炭素社会実現に向けた取り組みを進めております。

事業活動を通して低炭素社会実現
近年の気候変動問題の深刻化にともない、CO₂の削減に向けて、全社一丸となっ
て種 の々施策を行ってまいりました。
その一環として、2014年度までに大阪工場を停止し、事業改革を推進する
「PLAN14」により、製品の改廃に取り組みました。その結果、生産効率の悪い
製品や環境負荷のかかっていた製品の見直しが進み、CO₂排出量およびエネ
ルギー使用量の削減が進みました。
また2015年度より、長期経営計画（Next Stage 10）がスタートし、電子材料へ注
力する一方、不採算事業の見直しなどによる事業改革推進が進行中です。その結
果、売上高および利益が増加する中で、CO₂の排出増加を抑えることができました。
今後も、世の中が求めるニーズに応えていくことにより、より高付加価値の製品を社
会に提供し、低炭素社会実現に貢献していくことに注力してまいります。

今後の課題
当社グループでは、事業改革の進捗にともない、少量多品種へのものづくりにシフトしています。生産量原単位では、生産効率の要因だけではなく、事業構成変化による要
因、使用エネルギーによる要因も含まれるため、今後、中期的な視点から低炭素社会実現に向けた取り組みが反映できる指標を導入し、管理していくことを検討しています。
また、サプライチェーン排出量の削減も重要と考えます。現在、当課題については、スコープ1、スコープ2、スコープ3のうち、企業が自社で直接排出するスコープ1（直接排出
量：自社の工場・オフィス・車両など）および、スコープ2（エネルギー起源間接排出量：電力など自社で消費したエネルギー）について把握しております。
今後、企業活動が与える影響をバリューチェーン全体でとらえることで課題を認識するため、スコープ３（自社の事業活動範囲外での間接的排出）について把握と算定を
行い、CO₂削減に向けた取り組みを推進してまいります。

2013 2014 2015 2016 2017 2018

50,000

45,000

40,000

35,000

30,000

100

90

60

70

80
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行動指針
「6. 未来の子供たちのために」から － わたしたちは、地球規模での気候危機を自分事として認識し、
　　　　　　　　　　　　　　　　未来の子供たちが幸せに暮らせる持続可能な未来創りに貢献します。

当社グループでは、事業活動の中で多くのエネルギー、化学物質、水質源などを使用しており、環境に対してさまざまな影響を与えることから、事業活動にともなう環境負荷
の低減活動を行っております。
活動の基盤である環境コンプライアンスについては、各国および地域における環境関連の法令順守を徹底しております。加えて、OJT（職場内研修）を含めた継続的な教
育や監査の実施を通して、従業員に法令遵守の重要性を浸透させています。一方、地域住民の方 と々定期的にコミュニケーションを図ることにより、住民の方々への環境配
慮を心掛けております。
2019年度においては、重要な環境コンプライアンス案件の発生件数はゼロでした。引き続き、地域住民の方 へ々安全・安心を提供し、地球環境に配慮した活動を続けていきます。

産業廃棄物の排出抑制

大気汚染防止

当社グループでは、環境負荷のさらなる低減に向け、3Ｒ（リデュース、リユース、リサ
イクル）活動を展開しています。これにより、産業廃棄物の発生量を抑制するととも
に、発生した廃棄物の分別を徹底し、廃棄物の再資源化を増やすことで、限りある
資源の有効活用をめざしています。これまで、副生油処理システムによる廃油の燃
料化、廃溶剤のボイラー燃料化を行い、社内の再資源化を進めています。
また、社外に排出する廃棄物については、焼却、破砕、減容固化などの中間処理を行った
後、最終的に埋立処分としています。今後、埋立処分量の抑制に努めていく方針です。
2019年度については、前年度と比べて産業廃棄物発生量が減少したものの、廃
棄物外部排出量は増加しました。一方、再資源化率は前年度比0.4％増の19.3％
となっています。埋立処分量については、事業活動にともない、発生した廃棄物に対
して埋立処分量は同0.8%増に抑えることができました。
今後、廃棄物の更なる再資源化を進め、産業廃棄物の排出抑制に努めてまいります。

当社グループは、これまでにボイラーや焼却炉の適正運転を進めるなどの対策を
通じて、大気汚染の防止に注力してきました。そして、大気への有害物質の排出削
減をさらに進めています。
2019年度においては、窒素酸化物（NOx）を前年度と比較して9％減、硫黄酸
化物（SOx）を同17％減と、それぞれ排出量を削減しました。引き続き排出量の監
視を継続的に行うとともに、排出の削減に努めてまいります。

水質汚染防止
当社グループは、排水処理の継続的監視を行い、法規制値を遵守することで、水
質汚染の防止に尽力しています。特に、活性汚泥処理施設や廃水焼却炉の適正
な運転を進めることで、水域への環境負荷低減に継続的に取り組んでいます。
2019年度においては、排水基準の一つである懸濁物質量（SS＝水中に懸濁し
ている直径2mm以下の粒子状物質）は、前年度と比較して減少しました。一方、
化学的酸素要求量（COD＝水中の有機物を酸化剤で分解する際に消費される
酸化剤の量）は増加しました。もっともCODの値は規制値を十分下回っており、引
き続き監視を継続しながら、削減に努めてまいります。

UV硬化技術による環境にやさしい製品の提供
UV(紫外線)硬化樹脂はその特徴から、あらゆる産業で使用されていま
す。特に近年では、環境に配慮した塗料が求められており、UV(紫外線)
塗料は溶剤を使用せずに塗布することが可能なことから、低公害、省資
源、省エネルギーの塗料といわれ、当社および企業ユーザーでは、液晶、
半導体といった電子材料分野を中心に、幅広い製品の製造工程でUV
硬化技術が使われております。今後も環境にやさしい製品の研究、開発、
販売拡販し、地球環境にやさしい社会づくりに貢献します。

PRTR制度 対象化学物質排出量の削減
環境負荷低減の一環として、事業を通じて生じる化学物質を適正に管理し、排出
量の削減を進めています。この中では、日本化学工業協会の自主的なPRTR調査
に参加し、化学物質の環境への排出量の削減に取り組んでいます。これまでの削
減施策として、屋外タンクやプラントの脱臭設備強化に取り組みました。
2019年度では、金沢工場の主要製品を製造しているプラントにおいて脱臭設備
であるスクラバーの工事が全て完了することにより、前年度に比べて排出量を大
幅に削減することができました。今後の取り組みとしては、VOC燃焼設備の導入を
検討し、更なる排出量の削減に努めてまいります。

行動指針 「5. 地域社会とともに」から － わたしたちは、環境負荷低減に自主的、積極的に取り組みます。
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当社グループにおけるCO₂削減に向けた施策

今後、既存施策の継続はもちろん、廃油燃焼ボイラーおよび太陽光発電設備の新
設、エネルギー効率を高める設備投資を行い、CO₂削減に向けて努めてまいります。

大阪事業所/金沢研究所 ● 省資源/省エネルギーに貢献する製品の開発

神港有機化学工業 本社工場 ● 電動リフトへの切替

全事業所 ● 屋内外の照明のLED化による節電

金沢工場/酒田工場

● 設備機器インバータ化による節電
● 設備洗浄方法見直し（工程短縮）による節電
● 空調機の更新および運転見直しによる節電

※VOCは有機溶剤のことで
　光化学スモッグの原因にも
　なります。

省エネ
VOC※規制対策
プロセス短縮

熱による硬化

溶剤＋ポリマー
基板

基板

溶剤

塗膜
基板
塗膜

光による硬化

モノマー＋開始剤
基板

スモッグイメージ

光化学オキシダント（低層オゾンなど）

NOx VOC SOx

SPM（二次粒子）
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取引先とのかかわり お客様とのかかわり

物流事業者に配慮した業務の遂行
当社グループは、取引先とのかかわりの一環として、原料や製品の輸送に欠かせない物流機能における取引先との協業を重視しています。
中でも、国土交通省などの提唱による、荷主企業と物流事業者の相互協力による物流改善の取り組みである「ホワイト物流」推進運動
について、当社グループは運動の趣旨に賛同し、持続可能な物流の実現に向けた自主行動宣言を行いました。これをもとに、輸送業務
に携わるトラック運転手などに配慮した、ドライバーファーストの業務を心掛けています。こうした取り組みを通じて、物流事業者の満足度
向上を成し遂げてこそ、顧客満足の向上につながると考えます。
また、物流現場における安全管理も重要な課題の一つととらえています。そこで、物流事業者を対象に安全講習会を毎年実施しておりま
す。2019年度においては、安全講習会にて消火器の実体験を行いました。なお、会の終了後には参加者を対象にアンケート調査を実
施し、当社グループの業務に対する意見を伺い、指摘された問題点については調査した上で対策を講じています。

お客様の安全を守るための取り組み
製品を取り扱うお客様の安全を確保するため、当社では研究開発段階から、使用する原材料や製品の有害性、環境への影響な
どの調査および評価に努めています。
研究所においては、研究開発の時点から製品として販売されるまでの過程で、使用する原料や製品の危険性、有害性を調査し、そ
のリスクを評価しています。
また、調査および評価から得られた情報を基に、有害性のより少ない原材料の選択をはじめ、安全な作業方法、廃棄物の発生を抑
制する製法の提案、さらにはエネルギーの無駄がより少ない設備の設計などに役立てています。

化学物質関連法規制への対応
経済のグローバル化や国内外の化学物質関連法規制の整備にともない、お客様から製品含有化学物質調査の依頼件数が増加
し、調査内容も幅広く、また複雑化しております。
当社では、製品や原材料中に含有する化学物質や製造工程ごとに使用する原材料および製品関連情報などを化学物質管理ソ
フトで一元管理しています。また、世界各国の法規制情報を収載した外部データベースと連携することで、お客様に安心して使用し
ていただける製品情報の迅速かつ正確な提供に努めています。

品質保証の取り組み
お客様に満足していただける製品およびサービスを提供するため、当社は1997年に全社単位で品質マネジメントシステム（ISO9001）の
認証を取得し、運用しております。これにより、品質管理を継続して強化しているとともに、お客様に対する情報発信を心掛けています。

品質保証体制
品質保証部門を社長直下に置くことで、経営層との迅速な意思
疎通を可能にするとともに、部門間や事業所間に対して独立性を
確保し、取り組みの質の均一化を図る体制とすることで、品質の
さらなる向上に努めています。

5S活動を通じた取引先の支援
当社グループでは、5S（整理、整頓、清掃、清潔、しつけ）活動に長年にわたり
取り組み、安全や品質、生産性の向上を図る上での基盤、強みとなっています。
5S活動について、社内での徹底による職場環境の改善はもちろんのこと、取
引先との協業においても、サプライヤーをはじめとする取引先の企業価値向
上という観点から支援を行っています。具体的な取り組みとしては、5S活動を
中心としたサプライヤーによる当社工場見学を行っている他、サプライヤーの
監査時において5S推進部門から現場の安全・品質・作業面を中心としたア
ドバイスを実施しています。
今後も取引先の信頼関係のもと、5S活動をともに継続していくことで、サプラ
イチェーンの強化に努めてまいります。

行動指針 「3. お客様 /取引先様とともに」から － わたしたちは、全ての取引先に誠意をもって接し、常に公正・公平な取引関係を維持し続けます。
「3. お客様 /取引先様とともに」から － わたしたちは、製品の安全性・品質の確保に全力を尽くします。
 － わたしたちは、お客様のイノベーションに繋がるユニークな機能を備えた材料を提供し続けます。

公正な競争を大原則として、取引先との信頼関係の強化に努めています。 製品を安心して使用していただけるように、安全と品質のさらなる向上に努めています。

行動指針

安全講習実体験

工場見学の様子

安全講習会

地域社会
仕入先
工事業者 物流

製造
研究開発 物流

企業
ユーザー

最終
ユーザー 地域社会

管理本部

事業本部品質保証室

社長

技術本部

生産本部

業績UP
・仕事の「棚卸」を行い
  問題点を改善。

・顧客が望む事を
  継続、実行する。

・運送会社目線で
  一緒になって
  改善を行う。

好循環

運送会社満足
ドライバーファースト顧客満足度向上＝

ES
従業員満足

CS
顧客満足
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研修制度一覧

行動指針

求める人物像および採用活動
当社では、下記の４つの意欲・姿勢を大切にし、一緒にがんばること
ができる仲間を求めております。

　❶ 現状に甘んじず、一歩先をめざして積極的に挑戦する意欲 
　❷ 仲間を信頼し、和を大切にして業務に取り組む姿勢
　❸ 決定したことを理解し、責任感を持って物事に取り組む気持ち
　❹ 困ったときや壁にぶつかったときに自分自身から発信できる姿勢

これらは会社説明会や求人媒体に掲載しております。また、選考試験
では学歴・過去の経験にとらわれず、面接での人物像を重要視して
おります。

学会へのブース出展
2019年においては、以下の学会へ出展し、延べ295名の学
生の方にお越しいただきました。
第68回高分子学会年次大会（大阪府立国際会議場　5月29～31日）
第68回高分子討論会（福井大学　9月25～27日）
第9回CSJ化学フェスタ2019（タワーホール船堀　10月16～17日）

インターンシップの実施
化学工場の仕事について詳しく知っていただくため、インター
ンシップを定期的に実施しています。
2019年度においても高校生から大学院生まで幅広く参加い
ただきました。

上記に示した複線型資格等級制度を中心とした新しい人事制度を2019年12月に導入しました。同時に、正社員の定年を60歳から65歳へ延長するなど、
人材制度のブラッシュアップを継続して進めています。

人材の育成と確保・活躍支援

採用活動

役割・等級に応じた
教育機会を提供

従業員の成長を促す
考課制度

キャリアゴールを
意識したキャリアパス

個人の役割・成果に
応じた給与・賞与

キャリアゴールとそこに至る
成長イメージを明確にする

従業員一人ひとりが高いモチベーションのもとで気持ちよく働くことができるとともに、仕事を通じて成長できる環境を築くことをめざします。

複線型資格
等級制度

教育制度 考課制度

人員配置 給与制度

インターンシップの様子

学会での当社ブース

ダイバーシティに向けた取り組み

ワークライフバランスの取り組み
有給休暇の制度と利用状況
当社グループでは、従業員のワークライフバランスを尊重するため、労使が協力し
て長時間労働抑制や年次有給休暇の取得促進に取り組んでいます。これまでの
取り組み例は以下の通りです。
● 入社から3年目までの有給休暇付与日数の増加
● 永年勤続者への特別有給休暇の付与
● 半日単位、時間単位での取得可能
● 保存有給休暇制度の制定※

※保存有給休暇制度は、期間内に利用できずに失効した年次有給休暇を積み立てておくことができる制度で、2011
年5月に導入しました。積み立てた保存有給休暇は、私傷病の際に通常有給休暇に追加して使用ができるため、療養
時の従業員へのサポートとなります。また、本制度により、安心して普段の有給休暇を利用することができます。
　なお、1年間に積み立て可能な最大日数は4日間で、5年で最大20日間の積み立てが可能です。

この取り組みの結果、2015年以降、4年連続で有給休暇取得日数、取得率ともに
厚生労働省「就労条件総合調査」の平均数値を上回っています。（2018年12月
～2019年11月までの平均取得日数は10.7日、取得率は57.9％となりました。）

育児休業制度の紹介
当社グループでは、社員の育児・介護をサポートする制度を導入しています。

当社グループでは、性別や人種、国籍、宗教、年齢、学歴、職歴などのダイバーシティ
（多様性）を意識した活動を通じて、従業員との信頼関係の醸成に努めています。
ダイバーシティをめぐる課題が多岐にわたる中で、2016年から特に女性活躍推進
に向けた行動計画を策定し、実施しております。現状、製造部門などでは労務環境
や業務内容などの問題から女性の配属が限られております。こうした課題について、
現場の声を真摯に受けとめて、環境改善に努めるとともに、女性の活躍推進を進め
ていく考えです。

残業時間削減への取り組み
当社グループでは、労働時間の正確な把握と管理を行うため、勤怠管理システム
や入出門管理システムを導入して運用しています。勤怠システムの中で、そのトッ
プ画面にて、所属課員の当月の勤務超過時間がリアルタイムでわかるシステムを
構築したことで、長時間労働者などの状況を確認できる仕組みとなっています。
これに基づき、必要に応じて産業医面談による健康状態の把握などを行うなど、
適正な労働時間管理に取り組んでいます。 
また、フレックス制度を積極的に導入することにより業務効率化を図り、繁忙期と
閑散期のバランスをとって、長時間労働の削減に取り組んでいます。加えて毎年、
従業員に対して労働時間ルールの理解促進と適切な労働時間管理をテーマと
した教育を実施して、残業時間削減に取り組んでいます。

現場の課題
薬品が体に付着した場合、薬傷（薬品による火傷）の可能性があるため、保護具の
装着を徹底しています。製造現場はさまざまな機械があり、一歩間違えば、けがにつ
ながりかねません。安全管理については、これまで以上に徹底を図っています。
また、製造部の仕事は広いプラント内の往復移動や、原料の粉体などの仕込み作業が
大変と感じることがあります。重荷作業の見直しにより、製造部の作業改善を行いました。

従業員 Voice
職場の人間関係は良好で、重いものを持つときや、大変な力作業は先輩が
手伝ってくれます。道具や仕込み方法の改善にも取り組み、業務内容の幅も
広がりました。また、男女問わず体への負担軽減につながっています。

製造課長 Voice
部署内でのコミュニケーションについて、ダイバーシティの観点から、製造現場に
おける問題点をいち早く共有するため、業務についてだれもが話しやすい雰囲気
づくりに努めるとともに、管理職として積極的に声をかけるように努めています。

女性従業員 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
①出産をした従業員（名）
②育児休業取得率
③育児休業後の復帰率

3
100%
100%

2
100%
100%

1
100%
100%

2
100%
100%

6
100%
100%

1
100%
100%

男性従業員 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
①配偶者が出産をした従業員（名）
②育児休業取得率
③育児休業後の復帰率

23
0%
ー

14
0%
ー

10
0%
ー

19
0%
ー

16
0%
ー

25
4%
100%

当初、時短勤務を行う予定でしたが、相談した上役からの勧
めもあり、男性初となる育休を取得することにいたしました。仕
事面で将来の不安はあったのに加えて、一番不安だった金銭
面は、手厚くサポートしていただき、問題なく解消いたしまし
た。ただ、出産が早まり、引き継ぎもできず育休に入ったため、
同僚には迷惑をかけたと思います。
期間中、育児は身体的にもメンタル的にも大変でしたが、寝返りなどを通じて子どもの
日々の成長をじかに感じられたのは、何にも代えがたい宝物ですね。定期検診や支援プ
ログラムなど、積極的に参加させていただいたのですが、まだまだ男性の参加は少ないです
ね。お互いの立場をリスペクトし、だれでも参加できる雰囲気になればいいなと思います。

VOICE

男性従業員初の育児休業取得

金沢研究三課
乾さん

課題に関する改善の取り組み
1. 仕込み管軽量化
仕込み管が重たく原料ドラムの半端仕込みが
できませんでした。そこで仕込み管の軽量化を
行うことにより、作業負担の軽減。さらに、パイ
プトロリー（赤枠参照）を設置することにより、
女性でも半端仕込みが可能になりました。

当社の従業員数は、全体で増加傾向にあり、女性従業員も増加傾向にあります。
2019年11月現在では、製造部に2名の女性従業員が配属されました。

「2. 従業員/従業員のご家族とともに」から － わたしたちは、お互いの良さを活かし、補い合い、チームで最大限の力を発揮します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　  － わたしたちは、お互いに信頼し、和をもって業務に取り組みます。

安全で働きやすい職場づくり
行動指針

「2. 従業員/従業員のご家族とともに」から － わたしたちは、お互いの良さを活かし、補い合い、チームで最大限の力を発揮します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　  － わたしたちは、お互いに信頼し、和をもって業務に取り組みます。

2. 昇降台の設置
洗浄液を作成する際、25kgの原料を持ち上げ
て仕込む必要があったため、女性社員は1人で
作業ができませんでした。そこで昇降台を設置
することにより1人でも作業が可能になりました。

大学3年生の夏に当社のインターンシップに参加しました。安全衛生などに関し
ての教育や工場内の見学・分析実習を行いました。中でも特に印象に残ってい
ることは工場内の見学の際に実際に働いている先輩に説明をしていただき、そ
の雰囲気はとても風通しが良かったことです。
就職活動時には面接官の方が真剣に話を聞いていただき、緊張することなくア

ピールでき、ぜひこの会社に入社したいと感じました。
実際に入社し生産部門に配属されると、大学で学んだこと以外の知識に戸惑
い、不安に思うこともありましたが、上司や先輩が常にサポートしてくれるので、と
ても安心できました。インターンシップで感じた会社の雰囲気は実際に入ってか
らも変わりなく、とても良い雰囲気の中で仕事ができることを嬉しく思っています。

VOICE

生産部門のインターンシップに参加して

生産本部 金沢工場 製造三課
渡邊さん

従業員とのかかわり
人材確保と育成

育児休業は相当な理由の場合、最大2歳になるまでの期間を取得できる制度としてい
ます。現在、女性従業員の育児休業取得率、休業後復帰率はともに100％です。一方、
男性従業員については、2019年度に1名育児休業を取得し、職場復帰いたしました。
今後、育児参加をさらに推進し、育児休業制度を利用できる環境を整えてまいります。
なお、時間短縮勤務は3歳までの法令を上回る9歳に到達した翌4月1日まで取得可
能となっています。
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価値創造と
社会課題の解決

CSR重要課題に
対する取り組みトップメッセージ CSR重要課題 くらしの中に

大阪有機 環境への取り組み 取引先/お客様
とのかかわり

従業員との
かかわり

第三者意見/
第三者意見を
いただいて

地域とのかかわりコーポレート・
ガバナンス

大阪有機化学工業
グループの経営理念
とCSR重要課題



従業員の健康管理
健康診断の実施とケア
当社グループは、年に一度の健康診断と化学薬品を取り扱う業務に従事する
従業員を対象とした特殊検診を実施しており、管理職級の従業員へは人間ドッ
クでの検診を実施しています。
今後も健康診断の受診率100％を維持するため、事業所にて実施時期の統
一化を進め、受診漏れのないよう努めています。

産業医によるヘルスケア
さらに当社グループでは、従業員
が50人以下の事業所に対しても
産業医を選任しており、健康診
断の受診結果を確認しています。
再検査の必要がある有所見者
へは、再検査を促す案内文書を
手渡し、結果に対してもフォロー

メンタルヘルスケア

相談室の利用開始について
「体験型カウンセリング」を実施した後のアンケートの結果、「悩みや困り事が
あるときや話を聞いてほしいタイミングで実施すると有効」「同僚・上司および
会社のことが気になり、あまり話ができなかった」などの意見が従業員から出ま
した。これを受けて、日本産業カウンセラー協会と協議した結果、相談費用を
会社負担により、従業員が相談室を利用できる体制を整えました。

休業後の復職に関するプロセスフロー
当社グループでは、心の健康問題による従業員の休業および復職に関する規程を
制定しています。プロセスフローに基づき、メンタル不調による休業中のケアから復
職後のフォローアップまで、それぞれに合った内容で復職までの環境を整えています。

アップしています。
また、心の管理として年に一度のストレスチェックも実施し、高ストレス者は産業医
との面談を申し出ることができます。
今後、産業医と会社が連携して従業員の心身の健康を守る体制を拡充してまいります。

健康診断結果の見える化
普段より従業員へ自身の健康を意識していただくため、2019年度より健康診断結
果をデータベースに登録し、健康診断結果をいつでも閲覧できるようにしました。
また、会社側も健康データの集計と分析により、所属部門別や年齢別など傾向や
課題の把握に努め、従業員がさらに健康になる環境整備を進めています。

今後の取り組み
さらなる健康増進を図るため、健康診断結果への理解度、検査項目への要望、運
動や食生活へのアドバイスなど、従業員にとって不足していると感じる項目を調査
し、再度検討していく考えです。

人権の尊重 健康経営の推進

人権尊重とハラスメント対策
当社グループは、人権を尊重した事業を遂行するとともに、いかなる人権侵害にも与しないという方針のもとで経営に取り組んでおります。また、各種ハラスメントの撲滅
に向けて取り組みを強化しており、2020年6月施行の改正労働施策総合推進法（パワハラ防止法）に対応済みです。また、社内外に相談窓口を設置し、従業員が気
兼ねなく相談できる体制を整えています。

内部通報規程について
組織的または個人的な不正行為に関して、従業員などからの相談を受け付けるとともに、不正行為による不祥事の防止、不適切行為の早期発見と自浄作用の向上、社
会的信頼の確保を目的として内部通報規程を制定しています。

① 中嶋秀二法律事務所
社外通報窓口として6年間の実績があります。経営陣とは利害関係がない
法律事務所として独立性を担保しています。
 

② 21世紀職業財団
ハラスメントを中心とした社外相談窓口として1年間の実績があります。女
性従業員の活躍推進、仕事と生活の両立推進、ハラスメントのない職場
づくりの推進、ダイバーシティマネジメントの推進など従業員が能力を十分
発揮できるための環境整備を担っています。

③ 総務部内相談窓口
社内の相談窓口です。メンタル関係の有資格者が窓口担当となり、従業
員に寄り添って相談しやすい窓口機能を果たしています。
 

④ 日本産業カウンセラー協会
産業カウンセラーによる、年間1回の定期的なカウンセリングを行うとともに、
必要に応じて随時相談可能な環境を整備しています。特にメンタルヘルス対
策の支援、キャリア形成への支援、職場環境改善への支援を担っています。

通報情報の対象範囲
業務遂行上の疑問､問題､悩み(セクハラ､パワハラを含む)をこの規程に定め
るところにより通報などが可能｡

①法令に違反する行為（努力義務に違反するものを除く｡)
②個人の生命、身体、財産その他権利を害する行為
③就業規則その他社内規程に違反する行為
④当社グループ行動指針などに反する行為
⑤前各号の行為の隠蔽、証拠隠滅、情報漏洩などの行為
⑥その他、当社グループの名誉または社会的信用を毀損するおそれのある
行為

通報者に対する保護
当社グループは、通報者等が通報などおよび調査に協力したことを理由とし
て、通報者等に対して解雇その他いかなる不利益取り扱い（事実上の嫌がら
せを含む。）も行いません。また、何人も通報者等を模索しません。

通報・相談の処理
フローに基づき速やかに対応を行います。

通報・相談の処理体制

相談窓口

行動指針 行動指針

① 中嶋秀二法律事務所
経営陣との利害関係のない
法律事務所

④ 日本産業カウンセラー協会

▲

メンタルヘルス対策

▲

キャリア形成

▲

職場環境改善

③ 総務部内

▲

ハラスメント相談

▲

メンタルヘルス相談

② 21世紀職業財団
雇用環境整備

▲

ダイバーシティ推進

▲

女性活躍推進事業

▲

ハラスメント相談

通報者

通報・相談の受付（社外窓口）

報告
通報等の集約（総務部長）

管理本部長
でない

である

有り

有り

なし

調査

理由報告

理由報告

完了報告

被通報者・部署

完了報告

完了報告

是正指示対応報告

内部統制委員会

なし

対応協議
監査役 報告

法令違反や不正行為の
通報等

法令違反
不正行為の有無

是正、再発防止の策定

是正、再発防止策の実施・完了

調査の必要性

事実関係の調査（総務部）

調査結果の報告（内部統制委員会）
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全従業員対象の「体験型カウンセリング」の実施

○高ストレス者の増加防止 
○メンタルヘルス不調を未然に防止 

○個人が抱えている課題の整理や解決 
○自身で気付いていない長所や、考え方のくせの発見
○コミュニケーション増進による快適な職場づくり

全員が体験することで、相談への抵抗感をなくし、必要な
ときに相談しやすい環境の提供 

2019年5月7日～6月末　約30分/人
378名（取締役を除く全従業員　実施率100%）

目的

期待する効果

期待する狙い

実施実績

病気休業開始および休業中のケア
※休業申請書（医師の診断書）の提出→休業開始

主治医による職場復帰可能の判断
メンタル不調者→復職申請書（医師の診断書）の提出
→復職手続きの開始→復職委員会の開催

職場復帰の可否の判断および職場復帰支援プランの作成
※復職委員会で審議

第1ステップ

第2ステップ

話すことで気持ちの変化は？ 何か気づきを得られましたか？ 自分の気持ちについて 次回のカウンセリングについて

第3ステップ

最終的な職場復帰決定と産業医との面談
※産業医意見書

第4ステップ

職場復帰後のフォローアップ
※定期的な産業医・担当者との面談を実施

第5ステップ

職場復帰の決定

体験型カウンセリング実施後のアンケート結果

話すことで
何となく
楽になった

どちらとも
いえない

話をしても
特に変化
無かった

42%
41%

17%

得られた
と思う

どちらとも
いえない

得られた
とは思わない

39%

20%

41%

気持ちが
(少し)
楽になった

楽になった
とは思わない

39%

22%

39%

また
カウンセリングを
受けてみたい

どちらでも
よい

機会が
あっても
受けたくない

37%

6%6%
57%

どちらとも
いえない

従業員が働きやすい職場環境づくりへのサポート体制

従業員

「1. すべてのステークホルダーとともに」から － わたしたちは、すべての人の尊厳と権利を尊重し、不当な差別行為を行いません。
「2. 従業員 /従業員のご家族とともに」から － わたしたちは、安全で心身ともに健康になる環境をみんなで作ります。

「2. 従業員 /従業員のご家族とともに」から － わたしたちは、お互いの良さを活かし、補い合い、チームで最大限の力を発揮します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 － わたしたちは、安全で心身ともに健康になる環境をみんなで作ります。

健康診断・ストレスチェックのケア

産業医の
チェック結果健康診断

実施

本人の
申出

産業医
面談

再検査

結果
ストレス
チェック
実施
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地域における環境保護活動
当工場では、美化活動の一環として毎年、工場のある松本工場団地内の清掃を行っています。また、海岸愛
護運動として25年目を迎えた「クリーン・ビーチいしかわinはくさん」における清掃活動に参加しております。
一方、白山山麓白峰西山地区の3,400ｍ2の市有地を提供していただき、「大阪有機未来の森づくり」とし
て2010（平成22）年より植林活動を展開しています。この活動を通じて、昨年度は地球温暖化ガスを約
1.7トン吸収したことになります。今後も活動を継続して続けることで、地域の方々および未来の子どもたち
が住みやすい社会づくりに貢献してまいります。

地域とのかかわり
基本的な考え方

「光と緑と創造と」をコンセプトとした「情報集約型研究棟」へ

当社グループは、事業を展開する地域社会の皆さまとの共存共栄を重視し、安全な操業を第一に掲げるとともに、環境負荷の低減に
向けた取り組みを加速しております。また、地域の方 と々連携してさまざまな社会貢献活動を展開するなど、地域社会から信頼される事業
所をめざしております。

金沢工場   主力工場として安全向上と環境負荷の低減を追求
当工場は、1981（昭和56）年に第２工場として操業を開始し、現在は主力工場に成長しています。工場から望む霊峰白山の恵
みにより、生産活動における地下水を有効に活用しながら、最先端の技術を駆使して事業を通した社会貢献をめざしています。
また、省エネルギーや環境負荷の低減に向けて、生産プロセスの改善をはじめ、省エネルギー機器の導入、再生可能エネル
ギーの活用などの取り組みを積極的に進めることで、持続可能なものづくりを追求しています。さらには、地域におけるさまざまな
社会貢献活動を通じて、地域の皆さまと交流を深めています。

防災訓練
2017（平成29）年3月に発生した火災事故では、地域の皆さまおよびお客様に多大なご迷惑とご心配をおかけしました。その教訓を生かし、安全管理に向けた訓練および教育、設備の整備を継続
的に進めております。また、対策の有効性を年度ごとに確認し、安全安心の工場運営を進めております。今後も現場の声を生かして操業リスクの洗い出しを行うなど、災害防止に努めてまいります。

令和2年消防出初式参加
2020/01/12
柏原・羽曳野・藤井寺  3市合同
総勢817名、車両41台  当社より6名参加

避難場所の提供
金沢工場近傍で2013年春に建設さ
れた5階建て社員寮は、津波災害が
想定される場合、地域住民の皆さま
の避難所として提供しています。

消防技術練成会参加
2019/10/17
小型ポンプの部  準優勝（9組参加）　

大阪事業所防犯協会ソフトボール大会
2019/08/25　
健闘むなしく一回戦敗退

大阪事業所   西日本の物流拠点と情報集約型研究所のハイブリッド型事業所へ
大阪事業所は1961（昭和36）年より柏原工場として操業を開始しており、当社の経営基盤を築いた最も古い事業所です。敷地面積27,000m2で従業員は最大140
名程度を擁しておりましたが、他工場を建設するにともない生産拠点の再整備が進んでいます。そして、2014（平成26）年に完了した製造拠点の再配置計画
「PLAN14」により、柏原工場から大阪工場へ、そして大阪事業所として名称変更を経て現在に至っております。
従来、化学品の生産拠点として安全および環境に対する万全の体制で事業に臨んでいました。近年、再配置計画により旧設備を一新したことで危険物の取扱量が激減し、
安全および環境の両面で安心感がさらに増しています。今後は、西日本の物流拠点と情報集約型研究所の２つの機能を併せ持つ事業所として事業を展開してまいります。

金沢工場では、年度ごとに保安管理計画を作成し、万一
の事態に備えた対策を講じています。火災や地震、津波
などへの備えとしては、化学消防車を使った指揮消火訓
練や避難誘導訓練を行うとともに、災害の未然防止の観
点から従業員に対する静電気教育や毒劇物教育といっ
た座学を行っています。
また、地域社会との連携にも注力しております。毎年、白山
野々市広域消防本部が主催する消火訓練大会に参加
し、火災発生時の迅速かつ確実な初期消火技術の向上
を図っております。このような活動を通して、防火・防災意
識をさらに強めつつ、安全操業に努めることで地域の皆
さまとの信頼関係を築いてまいります。

当社では、大阪研究所と金沢研究所の両拠点にて、長年培った特殊アクリル酸エステルの合成・応用技術を
基軸として、多様化する社会ニーズと高度化するお客様のニーズに応えるため、高品位で高機能な材料開発を
行ってまいりました。
近年、急速に変化する外部環境の中、高品位で高機能な製品を提供し続けるためには、さらなる挑戦的・独創
的な研究開発に取り組んでいく体制が必要となっております。そこで、これらのニーズに対応するため、現在、大
阪事業所にある大阪研究棟を刷新することにいたしました。この新研究棟では、さまざまな要望に柔軟に対応
できる施設にすることはもちろんのこと、環境共生を意識した「光と緑と創造と」をコンセプトに掲げ、環境に配
慮した設計となっております。
また、当社に在籍する研究者だけでなく、オープンイノベーションの観点から当社と関連する研究者がシームレ
スに連携し、安全かつ効率的に研究開発に従事できる環境を整えた研究施設になることを想定しております。
建物については、近隣の環境と調和を図ったデザインとし、自然採光の利用や、西日の制御による空調負荷の
低減などの省エネルギー対策を施しており、CO2の排出削減など環境に配慮したグリーンサスティナブルな施
設になっております。また、内部は各階を大きな吹き抜けで結び、研究者が執務する居室をワンフロアとすること
で、研究者同士の連携を強固にしております。
加えて、従業員が健康的に働けるように食堂や休憩室などの入った新厚生棟も併せて建設することで、福利厚
生の充実を図っております。周辺には四季を感じながら散策できる外構整備も行い、研究者が緑を通じて創造
を育むレイアウトとなっております。
このたび新設する研究棟においては、我々が磨き上げた強みを結集し、当社のコア技術の強化に加えて、近い
将来、社会に役立つ次世代材料の開発にも力を注いでまいります。そして、自然と社会の調和に配慮した価値
ある材料を市場にいち早く提供することで、事業を通じた社会貢献をめざします。

■  金沢工場 （金沢研究所含む）
所　在　地　石川県白山市松本町1600番1
設　　　立　昭和56年6月
従　業　員　217名 （2019年11月30日現在）
主 力 製 品　半導体用材料、塗料・粘着材料樹脂原料 など 

VOICE

TOPIC

安全操業に向けた更なる取り組み

2019年度保安防災訓練実施結果（金沢工場） 　　
対象期間 ： 2018年12月～2019年11月

2018年12月

2019年  2月

2019年  4月

2019年  4月

2019年  6月

2019年  6月

2019年  7月

2019年  8月

2019年  8月

2019年  9月

2019年  9月

2019年  9月

2019年11月

● 毒劇物取扱教育
● リスクアセスメント教育
● 静電気教育
● 緊急時対応テスト（運送中の漏洩）
● 緊急時対応テスト（臭気）
● 緊急・救急・保護具教育
● 避難・誘導訓練
● 高圧ガス教育
● 総合防災訓練
● 衛生教育
● 緊急時対応テスト（重合）
● 消防用設備教育（化学消防車）
● 緊急時対応テスト（火災）

金沢工場
安全・５Ｓ推進担当
池田さん

団地内清掃植林整備活動

新研究棟外観イメージ

総合防災訓練の様子 臭気漏洩訓練の様子 消火訓練大会の様子

起こした事故が風化しないよう火元となった
サンプリング台車を保存

■  大阪事業所 （大阪研究所・先進技術研究所含む）
所　在　地　大阪府柏原市片山町18番8
設　　　立　昭和36年7月
従　業　員　45名 （2019年11月30日現在）

行動指針

実験事務室内観イメージ

「5. 地域社会とともに」から － わたしたちは、安全を最優先し、無事故・無災害をめざします。
 － わたしたちは、環境負荷低減に自主的、積極的に取り組みます。
 － わたしたちは、積極的に社会に参画し、地域の要請、期待に応えます。
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第三者意見

第三者意見をいただいて

環境改善に向けた活動
当工場では、製造工程における原材料の無駄の低減に取り組むと
ともに、排出物の削減を併せて行っています。また、省エネルギーの
推進も継続して取り組んでいます。

地域とのコミュニケーション
「工場は地域の一員」との考えから、
地域住民の方を招待して工場見学会を
行っています。会では、当社の製品と
生活とのつながりをはじめ、安全への
取り組み、災害時の対応などについて
理解していただく一方、住民の方々の
声を承り、工場運営に反映しています。

地域密着型の防災活動
阪神・淡路大震災を教訓に、地元に密着した防災関
連の行事に積極的に参加しています。地元東灘区の
消防署や地区の消防団、企業の自衛消防隊が集
まり、訓練を兼ねた放水競技大会や総合防災訓練
を行っています。
また、企業と神戸市消防局との防災研修、地元
企業で構成される「防火と安全に関する会」などに
参加することで、地域コミュニティとの交流を深めつつ、
「安全なまちづくり」に貢献できるよう努めています。

水害リスク低減対策
2018（平成30）年において、当工場は集中豪雨や
台風に襲われました。幸い大きな被害には至りません
でしたが、万一の事態に備えて、水害によるリスクを
低減する対策を講じました。工場の立地場所が埋め
立て地であるため、高潮対策として止水板を設けた
他、消火ポンプの浸水を避けるため、設備の更新と
かさ増しを行いました。今後も風水害のリスク低減を
図りつつ、安全操業を継続してまいります。

安全操業の取り組み
作業をしやすく、間違いの起きない仕組み
を作り、安全操業につなげています。また、
万一に備え、消火訓練や漏洩訓練を定期
的に行っています。

地域との共生に向けて
地域のさまざまな行事に参加させていただく
ことで、住民の皆さまとの信頼関係の構築に
努めています。

美化活動の取り組み
5S活動の一環として、生産保全活動である
「OYPM（Osaka Yuki Productive Maintenance）
活動」を通じて、「日本一きれいな工場を
めざす」という方針のもとで、社内の美化
に取り組むとともに、工場周辺地域の美化
活動にも参加しています。

酒田工場   恵まれた自然資本を大切にしながら生産活動を展開
酒田工場は、当社の将来の事業展開を踏まえて、2000（平成12）年に第三工場として操業を開始しました。当工場の特徴としては、地盤が安定している上に地下水が
豊富であるなど自然資本に恵まれている点が挙げられます。一方、生産活動によって、化学物質を取り扱い、CO2や廃棄物などを排出することから、環境負荷の低減に
向けた改善や安全操業に努めています。また、美化運動などを通じて地域との共生を進めることで、地域の皆さまから信頼される工場をめざしております。

消防訓練
省エネ機器導入

地域清掃活動地域イベントでの会社紹介

■  酒田工場
所　在　地　山形県飽海郡遊佐町藤崎字茂り松157番23
設　　　立　平成12年7月
従　業　員　４０名 （2019年11月30日現在）
主 力 製 品　液晶表示材パターン形成材料、化粧品材料、塗料樹脂原料 など

神港有機化学工業 本社工場  小粒ながら安全で最先端化学品の製造工場へ
当工場は、1969（昭和44）年に酢酸エステルの生産会社として操業を開始しました。工場の特徴として、臨海工業地域に立地し、海運輸送の利便性を生かしながら、
半導体用途など最先端の化学品の製造を行っております。
1995（平成7）年における阪神・淡路大震災の経験を踏まえて、防災対策に取り組んできました。近年、台風の大型化による風水害被害が増えている中、工場が海岸
沿いにあることから、従業員の災害リスクに対する意識は高く、社内外の活動に真摯に取り組んでおります。今後も危険物を取り扱う工場として安全操業と製品の安定
供給を推進してまいります。

■  神港有機化学工業株式会社
所　在　地　神戸市東灘区住吉浜町18-26
設　　　立　昭和44年4月
従　業　員　４１名 （2019年11月30日現在）
主 力 製 品　電子材料用溶剤、化粧品材料、塗料/接着剤溶剤 など

大阪有機化学工業株式会社
代表取締役社長
（旧：経営企画本部長）

安藤 昌幸

ＣＳＲ経営評価意見書はウェブサイトに掲載しています。https://www.ooc.co.jp/csr/report/

地域住民への工場説明

たゆまない災害訓練地域住民への工場見学会

水害を食い止める止水板

大阪有機化学工業グループは、今年度のCSR

レポートの作成につき、CSR経営活動に関する

評価を株式会社環境管理会計研究所に依頼し、第

三者意見を表明していただきました。

当レポートに記載された当社グループのCSR活動に

ついては、國部克彦氏（神戸大学大学院経営学

研究科教授）から、当社の上林泰二取締役会長

（インタビュー時点、代表取締役社長）に対する

インタビューを受けるとともに、当社CSR担当に

対する質疑を受けております。

その際、当社グループの創業者精神と経営理念、

CSRの考え方のつながり、CSRにおける課題、コロナ

ショック後のCSRの考え方の変容について、質疑

応答が活発に行われました。これらの取り組みを

もとに、当社グループのCSR活動に対する総評と

助言をまとめた意見書をいただきました。

2020年度11月期から第２次5ヶ年中期経営計画をスタートするにあたり、化学メーカー

としての存在意義や、ステークホルダーとのつながりを意識した経営理念を基に、中期方針、

行動指針を作成いたしました。そして、従来の環境社会報告書から、この度初めてCSRレポートを

作成するに至りました。ご意見をいただいた通り、これらの取り組みを一つのストーリーのように

記述することで、我 の々メッセージを明確に示してまいりたいと思います。

また、事業活動においては、環境負荷の低減を考えたプロセスを開発し、機能を差別化した

製品をお客様に提供していくことが、特に重要と考えています。一例ですが、当社の主力製品

であるアクリル酸エステル類の製法を、エステル交換法へ変更することがここ数年で大きく進み

ました。これにより、生産性が劇的に向上しただけでなく、廃物量も削減され、環境への負荷を

大幅に低減することができました。このような取り組みこそが、我々の果たすべき社会的責任

であり、今後とも推進していきたいと考えています。そして、こういった活動の進捗を定量的に示し

ていくためには、環境データだけでなく、ESG経営の視点でKPIを設定し、状況を的確に捉え

ていくことも重要な課題です。

今後もステークホルダーとの対話を積極的に行い、当社グループをより理解していただくために、

環境、社会、ガバナンスへの取り組みをさらに進め、皆さんに分かりやすい情報を適切に

開示することに努めていきます。

29 見えないけれど、あなたのそばに。 CSR2020 30
価値創造と

社会課題の解決
CSR重要課題に
対する取り組みトップメッセージ CSR重要課題 くらしの中に

大阪有機 環境への取り組み 取引先/お客様
とのかかわり

従業員との
かかわり

第三者意見/
第三者意見を
いただいて

地域とのかかわりコーポレート・
ガバナンス

大阪有機化学工業
グループの経営理念
とCSR重要課題



東京オフィス大阪事業所

金沢工場
酒田工場

八千代事業所

本社

神港有機化学工業（株）

大阪有機化学工業グループ概要

大阪有機化学工業グループ（2019年11月30日現在）

大阪有機化学工業株式会社

会　社　数   ３社
売　上　高　286億38百万円

従 業 員 数　425名
営 業 利 益　36億63百万円

事業・製品

問合せ先：経営企画本部経営戦略部
〒541-0052 大阪市中央区安土町1-7-20（新トヤマビル5階）
TEL 06-6264-5071
https://www.ooc.co.jp/

本レポートは、以下の配慮をしています。

本レポートは、地球環境への負担を軽減させるために、FSC®認証紙と
ベジタブルオイルインキを使用し、水なし印刷を採用しています。

本社所在地　大阪市中央区安土町1丁目7番20号
創　　　立　1941年12月  ８日
設　　　立　1946年12月21日
資　本　金　36億29万円

当社グループは特殊アクリル酸エステルの多品種少量生産を得意とするB to Bメーカーです。多様
な製品群を有しており、世界でトップシェアの製品群を何種類も保有しております。

大阪有機化学工業グループ事業拠点

光碩（上海）化工貿易有限公司

売上高（連結）推移
単位：百万円
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平均年間給与および一人当たりの営業利益推移
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溶剤類の精製加工

石油化学
製品

石油化学
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化成品
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大阪有機化学

電子材料

機能化学品

特殊溶剤

事業所　　工場　　グループ

“特殊アクリル酸エステル”のリーディングカンパニー
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見えないけれど、あなたのそばに。
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